
第２回若葉区地域福祉計画策定委員会 

 

日 時 平成 17 年 2 月 19 日 

午後２時～ 

場 所 都賀ＣＣサークル室 

 

次     第 

 

１ 開 会 

２ 議 題 

（１）平成１７年度のスケジュールについて 

（２）若葉区地域福祉計画基本方針について 

（３）その他 

３ 閉 会 



若葉区基本方針案（Ｈ１７．２．１９区策定委員会提出資料）

基本方針（要旨・説明等） 施策の展開イメージ 主な計画事業イメージ　（参考　Ｈ１６．１０．１７合同Ｆ発表資料より） 関連するキーワード
   （重複有）

①
 あなたもわたしも地域の一
員、身近な支えあいの仕組み
をつくりましょう

地域の幅広い人材を活用し、地域ぐる
みで 支え合い、助け合いの仕組みをつ
くり、支援の必要な人が気兼ねなく支援
を受けられるよう努めます。

・支援組織やシステムの構築
・地域ボランティアの育成・組織化
・支援組織の活動場所の確保

○生活支援のための既存施設の活用（４１）
○ボランティア活動の整備・充実（４１）
○「区民の力をまとめ、集めることができるようなセンター」の設置（４１）
○若葉区福祉活動連絡協議会（仮称）の発足(４２）
○地域住民による相互支援組織の構築(４２）
○子どもが高齢者や障害者の日常生活への手助けを行う（４３）
○たすけあいのシステム作り（４３）
○小地域助け合いネットワーク・見守りネットワーク（向こう３軒両隣の交流の促
進と支援）（４３）

身近な生活支援
ボランティア・ＮＰＯ活動
社会参加
要支援者の発見
自立支援

②
備えあれば憂いなし、安全と
見守りの仕組みを作りましょう

社会の進展・変化に地域の安全が脅か
されています。いまこそ区民の力を結集
して安全と見守りの仕組みをつくり、だれ
もが安心して地域で暮らせしていけるよ
う努めます。

・地域で行う防犯･防災対策
・要支援者の見守り、緊急時の支
援システムの構築
・バリアフリーの促進
・交通課題への対応

○便利カードの作成・配布(４２）
☆小地域助け合いネットワーク・見守りネットワーク（向こう３軒両隣の交流の促
進と支援）（４３）
☆たすけあいのシステム作り（４３）
○災害時の地域の支援体制づくりのための支援マップの作成（４３）
○地域で声を出せないでいる障害者や高齢者に対して、いつでも助ける用意
があることを常に知らせていく（４３）
○優先避難対象者マップの作成（４４）
○町内会による防犯･防災巡回（４４）
○高齢者による通学路の登下校時の見守り・声かけ活動（４４）
○民生委員の下部組織編成による独居高齢者の健康管理（４４）
○交通不便地区の交通対策（４４）

安全・見守り
虐待・防止
権利擁護
バリアフリー
交通
緊急時の支援・防災

③
だれもが顔見知り、交流とふ
れあいの仕組みをつくりましょ
う

まずはあいさつから。だれもが気軽にふ
れあい交流できる仕組みをつくり、希薄
な近隣関係が改善されるよう努めます。

・世代を超えた様々 な交流の促進
・近隣同士のふれあう機会の創出
・気軽に過ごせる場の確保
・心身の健康づくり

○地域住民の交流の場として、サロンを設置(４２）
○交流の場・サロン（居場所）年齢や課題、障害などを限定しない自由な交流の
空間（４３）
○子ども、高齢者、障害者などを分けずに誰でもが集える場作り（４３）
☆子どもが高齢者や障害者の日常生活への手助けを行う（４３）
○施設の開放（現在ある様々 な種別の社会福祉施設、学校、公共施設等の活
用、地域の福祉資源として地域住民のために役立つ活動への支援）（４３）
○団体（よろず）登録バンクの設置（４４）
○仲間づくりのきっかけ通知（４４）
○元気で健康的な自立した高齢者づくりのための施策（４４）

交流・近隣関係の希薄化
居場所
要支援者の発見
自立支援
心と体の健康・医療との
連携

④
必要な情報がいきわたり、気
軽に相談できる仕組みをつく
りましょう

日常生活で、区民の必要とする情報が
行き渡るような仕組みをつくります。ま
た、いつでも気軽に相談が受けられるよ
うな仕組みもつくります。

・必要な情報が早く正確に伝わる
しくみづくり
・気軽に相談できるしくみづくり
・地域の幅広い人材の育成・活用
・家庭、学校、地域の場での福祉
教育の推進

○民生委員の役割とその活用（４１）
☆ボランティア活動の整備・充実（４１）
☆「区民の力をまとめ、集めることができるようなセンター」の設置（４１）
☆若葉区福祉活動連絡協議会（仮称）の発足(４２）
○相談窓口の一本化と共有化＝中学校区単位でよろず相談所（４３）
○若葉区に１ヶ所、情報・活動センター（ボランティアや市民活動の情報と活動
の拠点）（４３）
○情報の一元化（４３）
○情報収集の場作り（４３）
○必要な人のところに必要な情報が届く（４３）
○行政作成冊子の配布方法の改善（４４）
○子ども会等の機会を通しての福祉教育の実施（４４）

相談・情報
ボランティア活動
社会参加
福祉教育
人材育成
就労
心と体の健康・医療との
連携
サービスの質の向上
自立支援

基本方針（案）

※　（４１）＝小倉・御成台千城台西北東南地区　（４２）＝貝塚・桜木・加曽利・大宮地区
　　（４３）＝都賀・若松地区　　　　　　　　　　　　　（４４）＝坂月・更科・白井地区
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